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I

私は先に, 「1863年公布二勅令にみる19世紀中葉エジプト農民の土地喪失過程」と題す

る史料紹介において,エジプト国立公文書館(D云r al-Wath邑'iq al-Qawmiya)に所蔵さ
ESSa?

れている,イスマーイール(在位1863-79年)のエジプト総督就任直後に公布された以下

の2つの末刊行勅令を紹介し,その翻訳を試みた(1) 「1279年シャッワ-ル月9日(1863

年3月30日)付勅令第26号」 (2)T1279年シャッワール月12日(1863年4月2日)付勅

令第30号」(1)

前者は,兵役逃亡の連累罰則として逃亡兵家族・親族に課せられた土地を含めた財産の没

収をテーマとし,後者は, 19世紀中葉における一連の土地立法に定められている離村者規

定の適用の結果生じた農民の土地喪失を扱っている。このように,この2つは,前代のサイ

-ド治世(1854-63年)における2つの土地関係立法措置,つまり兵役逃亡に際しての連

累罰則規定および離村者にまつわる土地没収規定,の適用の結果生じた農民の土地喪失　農村

の疲弊に対処すべく公布された勅令であり,その内容は,地方行政当局による実態調査報告

書提出を待って,前者については当該連累罰則の廃止を,後者については土地を喪失した離

村者に対する救済措置を定めたものである。

そして,この史料紹介を執筆した私の意図は,この2つの勅令の内容が, 19世紀中葉エ

ジプトにおける,以下の2つの契機の結びつきに基づく農民の土地喪失メカニズムを裏づけ

ている,と判断したからであった.この2つの契機とは,第1に, 「私的土地所有権の確立」

という法制上の整備であり,第2に,重税・運河建設・鉄道敷設・徴兵のための農民徴発な

どの国家による経済外的強制である。

ところで,私は,先の史料紹介をカイロ滞在中に執筆したのであるが,執筆後も引き続き

エジプト国立公文書館で文書渉猟にあたっていた。そして,その過程で偶然にも, 『エジプ

(1 )　拙稿「1863年公布二勅令にみる19世紀中葉止ジプト農民の土地喪失過程」一橋大学地中海研究全編『地中

海論集J 1984年所収。
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ト総督内閣官房トルコ語局文書』 (ma々afiぞma'iya sariiya turk'i)として整理されている

文書群のなかに,上記二勅令公布に先立って地方行政当局から提出され,当該二勅令公布の

下敷きとなった没収財産処分実態調査報告書の一部をみつけることができた`2'。

その内訳は,逃亡兵関係勅令については, 1279年シャアバーン月4日(1863年1月25

日)から1279年シャッワ-ル月8日(1863年3月29日)までのE]付をもつダカフリーヤ

輿(mucfiriya),ギーザ県,アシュート県　ファイユーム県　ギルガ県　ペニー・スエフ県,

メヌーフィーヤ県　ケナ県の知事(mudir)あるいは副知事(wakil mudir)が作成した都

合8つの文書である。次いで,離村者関係勅令については, 1279年シャアバーン月8日

(2)　エジプト総督内閣(al-ma`iya al-sanfya)は,エジプト総督を補佐する内閣あるいは諮問委員会(フランス

語訳では, le Cabinet vice-royal )< 『ェジプト総督内閣官房トルコ語局文書』は,当時の中央権力にとって緊急に検

討を要するテーマに関して,エジプト総督内閣と地方行政官との間で取り交されたトルコ語・アラビア語文書群を収集

・整理したものであるo詳しくは,以下の文献を参照のことo拙稿「アブー・スイネ-タ村醜聞-19位紀中葉エジプト

・村落有力者層の権力基盤-」 『東洋文化研究所紀要』第99冊,昭和61年2B.罪-節(史料解題)註(l)t,

(3)　逃亡兵関係8文事,離村者関係11文書の内訳は,それぞれ以下の通りである。

逃l=兵関係文書: (1) mahfa亨araqm 29 [2], wathlqaraqm 366 (旧カルトン通し番号71) 1279年シャアパーン月

4a (1863年1月25日)仇ダカフリーヤ県副知事作成(トルコ語1葉,アラビア語報告書4葉)。 (2) mahfa子a

raqm29[2】,wathiqaraqm375(旧カルトン通し番号71) 1279年シャアバ-ン月6, 7日(1863年1月27, 28

日)付,ギ-ザ県知事作成(トルコ語1薬,アラビア語報告亭1葉)。 (3) mahfazaraqm29 [21,wathiqaraqm

377了(旧カルトン通し番号71)。 1279年シャアパーン月7日(1863年1月28日)付,アシュ-ト県副知事作成(ト

ルコ語1葉,アラビア語報告書3葉) 。 (4) mahftt子araqm 29 [21,wathiqaraqm 400 (旧カルトン通し番号71),

1279年シャアパーン月11日(1863年2月1日)仇　ファイユーム県知事作成(トルコ語1菓) (5) maウfazaraqm

29[2】,wathiqaraqm433(旧カルトン通し番号71) 1279年シャアバーン月16日(1863年2月6日)付,ギルガ

県知事作成(トルコ語1葉)o (6) mahfazaraqm 29 【2】,wathiqaraqm483(旧カルトン通し番号71) 1279年

ラマダ-ン月5日(1863年2月24日)付・ベニ-・スエフ県知事作成(トルコ語1妻)<, (7) ma帥亨araqm29

[2】,wathiqaraqm534(旧カルトン通し番号71)。 1279年ラマダ-ン月28日(1863年3月19日)付,メヌーフィー

ヤ県知事作成(トルコ語1葉) (8) mahfa子araqm 30 【1],wathiqaraqm 33 (旧カルトン通し番号72)。1279年

シャッワ-ル月8日(1863年3月29日)付,ケナ県知事作成(トルコ語1薫,アラビア語報告書5葉)o

離村者関係文書: (1) manfa亨araqm 29 [2】,一昭thiqaraqm 385 (旧カルトン通し番号71) 1279年シヤアバー

ン月8日(1863年1月29H)付,ギ-ザ県知事作成(トルコ語1葉)。 (2) mahfazaraqm29 [2】,wathlqaraqm

39S(旧カルトン通し番号71)。 1279年シヤアバーン月9日(1863年1月30日)仇プヘイラ県知事作成(トルコ語

1葉,アラビア語報告書1葉)。 (3) mahfa亨araqm29 [2】,wathiqaraqm401(旧カルトン通し番号71) 1279

年シヤアバ-ン月11日(1863年2月1日)付,アシュート県副知事作成(トルコ語1葉)。 (4) mahfazaraqm29

[2],wathiqaraqm405 (旧カルトン通し番号71)。 1279年シャアバ-ン月9, 11日(1863年1月30日, 2月1日)

付,シャルキーヤ県知事作成(トルコ語1糞,アラビア語報告書1葉)c(5) mahfa.子araqm 29 [2】,wathlqaraqm

410(旧カルトン通し番号71)。 1279年シヤアバーン月9, 12日(1863年1月30H, 2月2日)付,カリュ-ピーヤ

県知事作成(トルコ語1葉,アラビア語報告書2薫)。 (6) mahfazaraqm 29 [2],wathiqaraqm430 (旧カルト

ン通し番号71) 1279年シャアバーン月16日(1863年2月6日)付,ペニー・スエフ県知事作成(トルコ語1糞)0

(7) mahfa子araqm 29 [2】,wathiqaraqm431 (旧カルトン通し番号71)c 1279年シヤアパーン月16日(1863年

2月6日)付,ギルガ県知事作成(トルコ語1斐)。。 (8) mahfa亨araqm29 [2】,wathiqaraqm459 (旧カルト

ン通し番号71)。 1279年シャアバーン月25日(1863年2月15日)付,ミニヤ県知事作成(トルコ語1菓)0

(9) ma妙子araqm30【1],wathiqaraqm 10 (旧カルトン通し番号72) 1279年シャッワール月5日(1863年

3月26日)付,メヌーフィーヤ県知事作成(トルコ語1薫)サ(10) mahfa子araqm 30 【1],wathlqaroqm 34 (旧カル

トン通し番号72)0 1279年シャッワ-ル月8日(1863年3月29日)付・ケナ県知事作成(トルコ語1葉,アラビア語

報告書1葉)o (ll) ma的蝣zaraqm 30[1],wathiqaraqm65(旧カルトン通し番号72)。 1279年シャッワール月

13日(1863年4月3日)付,ガルビーヤ県知事作成(トルコ語1菓)0



1863年公布二勅令にみる19世紀中葉エジプト農民の土地喪失過程(続) 195

(1863年1月29日)から1279年シャッワ-ル月13B (1863年4月3日)までの日付をも

つギ-ザ県　ブへイラ県,アシュート県,シャルキーヤ県,カリュ-ピーヤ県,ペニー・ス

ェフ県,ギルガ県,ミニヤ県,メヌーフィ-ヤ県　ケナ県,ガルビーヤ県の知事あるいは副

知事が作成した都合11の文書である(3)

ところで,これらの報告書は,勅斜こ基づいてしかるべき実態調査報告書を作成・提出し

た旨の主文たるトルコ語文書と,アラビア語による当該実態調査報告書とからなっていた

が,私がみつけた上記報告書群のうち,実態調査報告書が添付されているのは,逃亡兵関係

勅令に関しては,夕Llヵフリーヤ県,ギーザ県,アシュート県,ケナ県,また離村者関係勅令

に関しては,ブへイラ県,シャルキーヤ県,カリュ-ビ-ヤ県,ケナ県のそれぞれ4県につ

いてのみである(4)

このように,私が収集しえた報告書群のなかには,前記二勅令公布当時にはいまだ提出さ

れておらず,それ故,本稿で初めて紹介できるケナ県の逃亡兵関係,離村者関係実態調査報

告書が含まれているとはいえ,収集できたのは,前記二勅令公布当時提出されていた地方行

政当局からの報告書すべてではない。また,これら文書群の内容の大略は,前記二勅令の主

文およびその末尾につけられた没収財産処分実態調査報告書要約につくされており,新たに

付け加えるべきことは多くない。とはいえ,そこには,中央権力によって要約・整理される

以前の地方当局作成レベルの文書でしか知りえないような幾つかの事実を指摘することがで

きる。そこで,本稿において,先の史料紹介の続編として,これら文書群を簡単に紹介し,

19世紀中葉エジプトにおける農民の土地喪失,ならびに当時におけるエジプト農村社会に

関する幾つかの興味ある事実を指摘してみたい(5)

さて,本稿で紹介する文書群のうち,我々の当面の関心にとって史料的価値をもつのは,

主文トルコ語文書に添付された都合8つの没収財産処分実態調査報告書である。というのも,

その情報の詳細度,叙述形式に多少の違いはあるものの,これらの報告書によって,我々は,

≪誰の≫ (財産被没収者名), ≪どのような物件が≫ (没収財産品目名), ≪誰に≫ (没収財

産取得者名), ≪どのような手段で処分されたか≫ (没収財産処分方法),を知ることができ

るからである。

このうち,財産の「被没収者」に関しては,例外的な場合を除いて(6)彼らの出身・居

住村落名が指摘されるだけで,彼らの村落社会での身分・地位を示す情報を得ることはでき

(4)　前掲拙稿(pP. 200-202,206 -207)で示されているように,当該二勅令が公布された時点で提出されて

いた報告書は,逃亡兵関係については,ギルガ県,アシュート県,ギーザ県,プへイラ県,ダカフリ-ヤ県,カリュー

ピーヤ県,そしてミニヤ県,また離村者関係については,ダカフリーヤ県,シャルキーヤ県,プヘイラ県,カリユーピ

ーヤ県,ガルビーヤ県,ミニヤ県,そしてフアイユーム県,のそれぞれ7県からの報告書であるoつまり,これら14の

県報告書には,それぞれ没収財産処分実態調査報告書が添えられていたはずであるが,私がFェジプト総督内閣官房ト

ルコ語局文書』のなかで確認できたのは,こうした14の実態調査報告書のうち,逃l=兵関係については,アシュート県.

ギ-ザ県,ダカフリ-ヤ県,また離村者関係については,シャルキーヤ県,プ-イラ県,カリュ-ど-ヤ県,のそれぞ

れわずか3県の実態調査報告書のみで,その他をみつけだすことはできなかった。

(5)　なお,県庁作成報告書の原本見本として,離村者関係についてはブ-イラ県知事作成報告書の,逃亡兵関係

についてはアシュ-ト県副知事作成報告書の,それぞれコピーを本稿の末尾に付録として掲載するO
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ない。ただ,我々は,没収された彼らの財産の規模によって,それを想像するのみである。

これに対して,没収財産の「取得者」に関しては,もちろん例外はあるものの,彼らのほと

んどについて,彼らの名前には,その出身・居住地,社会的身分・地位を示す敬称・註記が

添えられている。

こうして,我々は,これら報告書によって,没収財産がどの範囲の人間の問で処分されて

いるか,とりわけ,それが村落内住民の問においてなのか,あるいは村落外住民に対してな

のか,を知ることができ,ひいては,その分析結果を19世紀中葉エジプト農村社会におけ

る土地その他不動産の流動化・商品化の程度を計る一つのメルクマールとなし得るのではな

いか,と考えられるのである。

そこで,以下,没収財産「取得者」の社会範噂分析を主要テーマとして上記報告書の内容

を紹介していくが,その際,土地が農村社会において,生産・生活手段としての実質的価値

においてのみならず,社会的権威・名声の主たる源泉としての象徴的価値においてもまた,

極めて特殊な財であるところから,まず最初に,土地没収を扱っている離村者関係報告書

を,次いで,土地もそこに含まれるが,その主たる対象が土地以外の物件の没収である逃亡

兵関係報告書を取りあげてみたい。

本節における分析対象は,ケナ県,シャルキーヤ県　カリュ-ピーヤ県,ブへイラ県,以

上4県の離村者関係報告書である。これら報告書のなかには,ケナ県については, 7カ村で

生じた7件の,シャルキ-ヤ県については, 6カ村で生じた9件の,カリュ-ピーヤ県につ

いては, 19カ村で生じた26件の,そしてブへイラ県については, 17カ村で生じた17件の,

それぞれ没収地処分事例が報告されているが,その内容を整理して提示したのがここに掲載

する4つの表である。以下,この表にもられている情報を順次分析していこう。

まずケナ県についてであるが,この県の事例は,以下の2点において,他の3県の事例と

異なっている。

第1は,土地被没収者の社会範噂である。つまり,後述するように,他の3県の事例が,
ウムダ　シヤイフ

そのすべてとはいわないまでも,そのほとんどにおいて,村長,村長老など村落有力者を除

く一般村落住民から没収された土地の処分を扱っていると考えられるのに対して,ケナ県の
巧vmmi

場合, 7件のうち6件が,村長老たちから没収した土地の処分に関する事例なのである。実

際,そこで扱われているのは,事例⑦を除き, (21+曇+E生)フェッダーノ7-から(57+
24　　576

義)フェッダ-ンと,すべて比較的大規模な土地であるO
次いで,第2は,没収地処分方法である。つまり,他の3県においては,没収地はすべて

17

(6)　以下の離村者関係ケナ県報告事に関する叙述を参照のこと。この例外的な場合を除けば, 「被没収者」の身分・

地位が提示されているのは,逃亡兵関係アシュート県報告書の-事例において. 「被没収者」が村長老( shaykh )

であることを明示した-箇所のみである。
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売却(mabi'),つまり競売(mazad)によって処分されたのに対して,ケナ県の場合,その

日付は明言されていないものの,政府によって土地処分方法を競売による処分に改めるよう

命じられるまで,没収地は,郡長(n瓦zir al-qism)によって, 1フェッダーンあたり24

キュルシュの土地譲渡文書税(rasm)支払いを条件に譲渡されていたのである。

それでは,なぜにケナ県だけが他の県と異なる没収地処分方法を採用していたのであろう

か。そしてまた,どのような意図をもって政府はケナ県に対して没収地処分方法の変更を命

じたのであろうか。限られた情報しかない現在,この問いに答えることは不可能である。し

かし,この没収地処分方法の変更に関連して,以下のことだけは言えそうである。つまり,

政府の直接的意図がどのようなものであれ,この没収地処分方法の変更措置は,結果として

当時の農村社会における土地流動性を高め,また,政府はこうした土地の流動性の上昇とい

う事態に対して,許容的な姿勢をとり続けたにちがいない,ということである。

というのも,この変更措置は,慣行上においてはもちろん,国家法上においてもそれまで

認められていた,村落住民の土地取得優先権の否定につながるからである。ここで,村落住

民の土地取得優先権とは,ム-ンマド・アリー(治世1805-48年)によるいわゆる土地国

有政策の根幹をなした登録農民国定制度,つまり特定村落を原籍地として耕作者をそこに固

定させようとした農民土地繋縛制度を前提とし, 1858年公布のサイ-ド法第3条, 27条に

定められた,以下の如き権利であった。つまり,当時の政府は,国庫に回収された無主地の

一部を1フェッダーンあたり24キュルシュの土地譲渡文書税支払いを条件に分与すべく定め

たのであるが,その際,サイード法第3条にみられるように, 「土地取得の最優先権は,当

該地が所属する村落の住民たちにある。さらに,彼ら住民のなかでも,土地を保有していな

いか,あるいは保有していても少なく,それでは生活に十分でない住民が,土地取得の優先

権をもつ。」と規定したのである(8)

従って,土地譲渡文書税支払いを条件とした土地分与方法を禁止し,競売による土地処分

方法を採用するということは,国家の政策的観点からみて,上記登録農民固定制度の否定を

意味するのみならず,この制度が結局のところ当時のエジプト農村社会における村落慣行を

もとに組織されていたところから,一般村落住民の視点からみて,従来の村落慣行-の国家

の強圧的介入と意識されることにもなったであろう。つまり,この措置は,村落所属地の保

有権の移転に際して,村落住民に与えられていた上記土地取得優先権を否定し,村落外住民

による土地取得に大きく道を開くことになったのである。そして,その帰結が農村社会にお

ける土地流動性の上昇であることは,ここで指摘するまでもないであろう。

(7)　フェッダ-ンの端数は,特殊な文字によって,また,特殊な進法によって表現されている。そのため,ここ

では,こうして表現された端数をキーラ-ト.サ-ムに換算して表記した0 17エツダ-ンこ24キ-ラー卜0 1キーラ

一卜-24サハム。従って,例えば
(21十㌶十5I6 )は, 217ェッダ-ン, loヰ-ラート, 8サハムを意味する。なお、

17ェッダーンー1,038エーカーであるo

(8)　ムハンマド・アリ-による登録農民固定制度については、とりあえず以下の文献を参照のこと。拙稿「ェジ

プトにおける私的土地所有権の確立」 『東洋文化研究所紀要』第91冊,昭和57年12月, Pp. 55-70c　また.サイ-ド

法の全訳は,同拙稿pp.133-179にみられるo



198　　加　藤　　　博

表(1)ケナ県離村者没収地処分事例

事例 村 落 名 取得者社会範噂
処 分 面 積

7 l 7V - y きてラ サ 仏

処 分 価 格
( 1 フエツダ

一ンあ た り)

備 考

Lil F aw Q ib li 村落住民 (複数 ) 49 2 16
キユル h

24
* 事 例① ,㊨ ,③ ,④ ,㊨ ,

⑥ の土 地被没収 者は村長

老 (s h a y k h )。

** 事例⑤ の没収地の うち ,

報告 時において実際に処

分 されていたのは , ( 31

< * 品 ) フエツダ I

ンのみ0

㊨ E l K alla h in 村落住民 (複数 ) 33 17 24

ョ A b n G d 村落住民 (複数 ) 40 19 24

㊨ E l S u l岩m a t 村落住民 (複数 ) 21 10 24

ゥ E l G h ar b i
B ah e u r a

村落住民 (複数 ) 37 14 20 24

㊨ E l S h e k h ia 未 処 分 57 17 -

ゥ E l S a m ata 未 処 分 20 2 0 -

244 20

出典: 1279年シャッワ-ル月8日(1863年3月29日)付,ケナ県知事作成報告書

(mahfaza raqm 30 [ 1 1 , wathlqa raqm 34)

義(2)シャルキーヤ県離村者没収地処分事例

事例 村 落 名 取 得者社会範噂
処 分 面 積

I . .

処 分 価 格
( 1 フエツダ

ー ンあた り)

備 考

ョ S h u b ra
Q u m m u s

ウラマ I 15 6
キユルシユ

25 5
* 事例③ は 5 人 の離村 者

か らの没収地0 それぞれ

の没収地規模 は以 下の通

り0

( 2 + ァ ) ,(-| -) ,( 2 +24 A W 24 57 6 A

( 1 + ㌶ + 義 ) フエ ツ

ダー ン0

** 事例④ は, それぞれ(5)

フエ ツダI ンの 2 人 の離

村者 の没収地0

*** 事 例 ⑧ と㊥ は 同 一人

物0 事例 ⑦ と⑲ は同一人

物0

㊨ E I S a a die n
村落住民 +

共同経営者 17 120

ョ E l A sd ia
村 落住民 + 共同

経 営者(複数 ) 9 6 6 0

④ T ell M ifta h 村落住民 10 6 0

㊨ K a fr H a ss an

Iも sh im

村 落住民 1 9 14 0

村 落住 民 5 26 0

ゥ K a fr E l Ir aq i 村落 住民 20 16 511

ョ K a fr E l Ir aq i 村 落住 民 13 ↑6 175

㊨ K a fr E I Ir aq i 村 落住 民 ・・} 16 5

ョ K a fr E l Iraq i 村 落住民 1 2 8 175

村 落住 民 18 175

50 20 20

出典: 1279年シャアパーン月9,11日(1863年1月30日, 2月1日)付,シャルキーヤ県知事作成報告書

(manfa子a raqm 29 [2】 , wathiqa raqm 405)
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表(3)カリューピーヤ県群村者没収地処分事例

事例 村 落 名 取得者社会範 噂
処 分 面 積

I " '

処 分 価 格
( 1 7 エ ツダ

ーンあた り)

備 考

① Q a lid b 村落住民 15 20
キユルシユ

750
* 事例① , ④ は親族 (兄

弟)0

** 事例⑦ は親族(兄弟)へ

の売却

***事例⑨ は, それぞれ

ォ 詛 ァ >.ォ 詛ァ 詛孟 ),

(2 + ㌶ + 義 )フエ ツダ

I ンの 3 人の離村者 の没

収地0

****事例⑲ は, それぞれ

(芸 + 義 ),( 完 + 義 )

フエ ツダー ンの 2人 の離

村者 の没 収地 。

*****事例⑪ ,㊨,㊧の処

分価格 は推定値

****** 事例㊥ ,⑱ ,㊨ , ㊨

は同一人物0

ゥ Q a lid b 村落住民 1 775

ョ M u stu ru d 村落住民 3 2 1 305

④ E l Z a h w iy m 村落有力者(村長) 16 430

ゥ E l Q a s his h 村落有力者(鑑 ツ) 20 6 12

ゥ S h u b ra
H a n s

村落住民 1 175

ョ E l S a b b 豆h 村落住民 2 6 700

ョ
E l H a zz am a

w a K o m
E I S a m n

村落住民(婦人) 18 550

ョ S a n 云iir カリユI ブ居住者 8 7 4 352

㊨ E I G a a fr a 村落住民 20 16 347

㊨ E I A tta ra 村落住民(婦人) 9 12 63

⑩ E l S id d エフェンディ 2 5 8 450

⑱ T a h a n 丘b 村落有力者(村長) 1 2 0 20 100

㊨ S a n d a iu n カリユP プ居住者 16 4 1,633

⑯ E l S h im 缶t 村落住民 4 17 1,150

村落住民 13 146

㊨ B a tam d a エフェンディ 12 255

⑩ B a ta m d a 他村落住民 i l l二 485

⑯ B a ta m d a 他村落住民 20 5 05

⑲ B a ta m d a 村落住民 20 12 200

」3. B a ta m d a 他村 落住民 1 505

Vll" B a ta m d a 他村落住民 1 20 16 405

㊨ B a ta m d a 村落住 民 8 2 8 476

& S h a la q 云n ベ ク 2 17 605, 405, 102

㊨ K a fr E I D e r 村落住民 2 7 12 300

^
M o h a llet

D ig w a
村落有力者

(村長老)
19 12 350

W M u sh ta h a r 村落住民 5 1,464

68 ご

出典: 1279年シャアバ-ン月9, 12a (1863年1月30a, 2月2日)付,カリュ-ど-ヤ県知事作成報告書

(manfa子a raqm 29 [2】 , wathlqa raqm 410)
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義(4)プへイラ県離村者没収地処分事例

事例 村 落 名 取 得者社会範噂
処 分 面 積

宗 乙 きてラ サ 仏

処 分 価 格

( 1 フエツダ

ー ンあた り)

備 考

㊨ M a rq a s ベ ク 6 2 4
キユルシユ

212
* 事 例⑧ ,㊨ ,㊨ ,㊨ ,㊥は

それぞれ 7 人 , 2 人 , 6

人 , 17 人 , 2人 の離村者

か らの没収地 0 その内訳

は下記の◎ を参照の こと0

** 事例⑥は明 らかにコプ ト

ゥ K a fr E l
R a h m a m a

エフェンディ 31 12 300

③ Z a w ie tG h a za l
ハワI ガ 10 40

ョ B ir k et
G h itas

!、ワ】ガ 18 17 16 7 0

ゥ E l A tf 村落住 民 20 270

ゥ D iS己n iS 村落住民
73 23 310

U m D in a r (有力家系一族 ) 系有力家系一族 (a w la d )0

串** 事例⑲ は遊牧民 (a l一

h in a d 族 ) の首長 か らの

没収 地0

ョ E l S a w a f 他 村落住民 12 565

⑧ Q ilish an アガ ー 7 9 4 16 0

ョ K a fr
K h u d 百r

エフェンディ 1 16 100

⑲ B ib 豆n 高級軍人 . 官僚 69 9 1,000

⑪ B ism ta w a i エフェンディ 12 24 1.5

⑩ 遊牧民定着村 エフェンディ 76 10 100

⑯ N ik la
E l In a b

エフェンディ 21 16 610

㊨ E l K h a w a lid 村落住民 23 12 1,00 5

㊨ E l N ib 百ra 村落住民 7 12 25

㊨ M o h a llet
Ib ed

村落住民 1 16 16 150

㊨ Q a fla 村落住民 7 1O 12 30

345 12

㊧事例④: (8+品),(4+孟).(4十品),(4),(3)-(4),(4)フエツダ-ンo

事例④‥ (14+品+品),(4+孟+品)フェッダ-/。

事例(り +
a->-?'l

十7∴
・

s
c
 
I

e
l
ダ

n
U

2

67

5 ).(3+芸十品),(io

事例⑲‥ (8十品十品),(6十㌶).(2+品+品)

十
1
両+ォ辛

・
*
>
I
3

+

+
い、・::

1
6
両

+5

(㌫十品).(2)-(3十品十品),(2+㌶)・

・孟).(2十㌶十品)フェッダーンo

事例㊥: (14+芸),(14十品十品)フエツダ-ンo

6

∵
1

一

-

T

+3

2

675 十I.)

+1
-
l
l
-
品

十
十

r
い
V
J
.
湘

+∴
'

1
-
1
I
c
M
I

出典: 1279年シャアバーン月9日(1863年1月30日)付,プ-イラ県知事作成報告書

(ma的アaraqm 29 [2],wathiqa raqm 395)

芸十品)7-ツ

+3∴

),(3+孟),(4+品
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シヤイフ
ともかく,報告書の文面に,「彼を喚問した時,政府から逃亡した」村長老たち,という

文言がみられることから窺われるように,ケナ県の上記6事例は,何らかの国事に関する義

シヤイフ務を履行しえず,身を隠さざるをえなかった村長老たちから没収した土地の処分を扱ってお

り,そこでは,政府によってそれを禁止されるまで,没収地は,前述した土地取得優先権規

定に基づいて,1フェッダーンあたり24キュルシュの土地譲渡文書税支払いを条件に,村

落住民(ahalial-n叫iya)に分与されたのであったo

さて,次いで,ケナ県以外の残りの3県についての分析に移ろう。この3県の事例におい

ては,離村者の没収地はすべて競売によって処分されている。また,先述したケナ県の事例

とは異なり,土地を没収された離村者は,その没収地の規模から判断して,すべてとはいえ

ないものの,そのほとんどが一般村落住民であろうと考えられる。もっとも,個々の没収地

の規模についてより細かく検討してみると,3県の問,とりわけシャルキーヤ県,カリュー

ピーヤ県とブヘイラ県との問に微妙な差違をみてとることができ,また,この差違は,没収

地「取得者」の社会範噂の差違にもつながっているようにみえる。

つまり,シャルキーヤ県においては,14件の土地没収がみられるが,そのうち,事例①で

処分対象とな-ている(15去)フエツダーンの1件を例外として,10フエッグ-ン以上

の没収地はなく,総件数の64.3%にあたる9件が3フェッダ-ン未満の土地没収事例であっ

た。
そして,この14件によって没収された土地(50+普-20->,

576;フエツダーンは,表(2)で

・去)フエッグ-ン示されているように, 9件の競売によって処分された。購入者は, (15

を購入した,事例①のシャイフという称号をつけられたウラマ-を除けば, (あるいは彼を

も含めて,)彼らには出身・居住地を特定するような,あるいは高い社会的身分・地位を示

すような称号・註記が付されていないところから,すべて一般村落住民ではないかと判断さ

れる.また,特定の人物が計画的に土地を集積している形跡もない。確かに,複数の没収地

を購入している人物は,事例③, ④, ⑦・⑲, ⑧・⑨と4名おり,そのうち10フェッダー

ン前後の土地を集積しているのは事例③, ④の2例であるが,それも,この2例のうち事例
シヤリ-ク

⑨は,ある村民と彼の複数の共同経営者(sharik,pi.shuraka')による5人の離村者の没収

地の共同購入である(9'。

カリュ-ピーヤ県においては, 29件の土地没収がみられるが,事例⑯で処分の対象となっ

ている(10+去　5765フエツダ-ンが最高規模の没収地であり,総件数の実に82.8^に
あたる24件が3フェッダーン未満の土地没収事例であった。

そして,この29件によって没収された土地(68+去　576;フエツダーンは,表(3)で

示されているように, 26件の競売によって24名の人物に処・分された。この24名の購入者

の社会範時を分類すれば,以下のようになる。村落住民が18名,うち村落有力者(岩蒜,

(9)　共同経営者(shank, pi. shuraka)については,第三節における逃亡兵関係アシュ-ト県報告書に関する叙

述,さらには以下の文献を参照のこと。拙稿「エジプトにおける私的土地所有権の確立」 pp, 83-89,拙稿「近代エ

ジプト農村社会研究のためのノ-ト」 『東洋文化』 No.63, 1983年3月, pp. 225-230c
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シヤイフ

村長老,ムアッリム) 4名,一般村落住民14名。村落外住民が6名,うち高級軍人・官僚

(ベク) 1名,中・下級官僚(エフェンディ) 2名,県庁所在地(カリュ-ブ)居住者2名,

他村落住民1名,以上である(10)

つまり,没収地処分の大半は′ト地片の売却よりなり,こうした小地片を多く購入したの

紘,村落住民,とりわけ一般村落住民であった,と考えられる。この点象徴的なのは,一般

村落住民-の土地処分事例のなかに, 「離村者-土地被没収者」の親族への処分が2例,

そして,その出自を特定できないものの,婦人への処分が2例確認できる,ということであ

る。

しかし,だからといって,土地売却が村落社会の狭い人間関係のなかでのみなされたので

はないことは,指摘すべくもない。そして,村落外住民への土地処分の影響は,上記社会範

噂分類の数値から判断される以上に深刻であった,と想像される。というのも,村落外住民

の没収地購入者は,総購入者24名のうち6名(2530　にすぎないが,処分された面積をと

ってみると,総面積約68フエツダーンのうち約40%にあたる約27フエツダーンが村落外

住民へ処分されているのである。そして,このようになったのも,彼らが複数の離村者の没

収地を購入したからである。つまり,報告されている事例のなかで,最大規模の没収地購入

者は, (9+豊+盟)フェッダーンの土地を購入した事例㊥・⑱・⑳・㊥の他村落住民
24　　576

(8+孟+53 )フェッダーンの土地を購入した事例⑨の県庁所在地居住者(ムアッリム)で

あるが,彼らはともに,それぞれ4名, 3名の離村者の没収地を購入・集積しているのであ

る。

最後に,ブへイラ県の場合はどうであろうか。この県について,まず指摘すべきは,上記

2県の場合と比較して,個々の没収地の規模が大きい,ということである。つまり,遊牧民

の首長からの没収であることが明らかである事例㊥の(76十普+576'フエツダーンは別
にしても,報告されている46件の土地没収のうち, 37エツダーン未満の小池片の没収事

例は全体の26.1　にあたる12件にしかすぎず,残りの事例はすべて3フェッダーン以上の

(10)　本稿においては,以下,没収財産の取得・購入者の社会範鴫を,大略次のような基準に基づいて分類するo

〔I〕村落住民
ウムダ　　シヤイフ

(1)村落有力者(村長.村長老など)

(2)一般村落住民

〔H〕村落外住民

(1)外国人・外国領事部被保護民(-ワーガ)

(2)高級軍人・官僚(ベク,アガー)

(3)中・下級官僚(エフェンディ)

(4)県庁所在地居住者

(5)他村落住民

なお, 〔Ⅲ〕の(1), (2), (3)のほとんどは首都カイロ,あるいは県庁所在地に居住していたと考えられるから. (4)と重

複することになる.もっとも,この分類においては, (1), (2). (3)が現実にどこに居住しているかは問題ではない。重要

鑑のは,たとえ彼らが現実には当該村落に居住していたとしても,彼らは,心理的・社会機能的レベルにおいて,当該

村落住民にとって所詮は部外者にすぎなかった,ということである。そのため,報告書においても,彼らの名前には,

その身分を示す称号はつけられるものの,それと同時に,彼らの出身・居住地が指示されることはきわめて少ない。
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土地没収であるが,そのうち57ェッダ-ン以上の事例が20件,全体の43.5:にのぼって

いるのである。

と同時に,ブへイラ県の事例については,多くの没収地が村落外住民へ処分されている,

という事実を指摘できるoつまり,上記46件によって没収された土地(345苫)フエツ

ダーンは,義(4)で示されているように,17件の競売によって処分されたが,それを没収地

購入者の社会範噂を基準として分類すれば,以下のようになる。村落住民が6例,うち村落

有力者1例,一般村落住民5例。村落外住民が11うち外国人・外国領事部被保護民(-

ワーガ)2例,高級軍人・官僚(ベク,アガ-)3例,中・下級官僚(エフェンディ)5例,

他村落住民1例,以上である。

このように,没収地処分17事例のうち11例(64.7:が村落外住民-の処分なのであ

るが,この点については,処分された土地面積をとってみると,事態はより一層はっきりと

する。つまり,5フェッダーン以上の没収地処分11事例のうち,事例⑥,㊥を除く9例が,

そして,処分地総面積約345フェッダーンのうち,実に約75%の約260フェッダーンが,

村落外住民への没収地処分なのである。

そして,このブへイラ県の場合,こうした村落外住民-の土地処分と並行して,特定の有

力者による土地集積現象が顧著であったことをみてとることができるOすなわち,表(4)の17

事例のなかで,処分地面積の規模からみた上位6事例は,(76+普十576;フエツダ-ン

の事例⑲,(73雷)フエツダ-ンの事例⑥,(69+芸)フエツダーンの事I(31+

普)フエツダーンの事例②,(28去十XL
576'フエツダーンの事例㊥,そして(18苫
十詰)フエッグ-ンの事例④であるが・このうち事例⑱は,遊牧民の首長からの没収地処分

という特殊な事例であるところから,それを除くとして,他の5事例はすべて,それぞれ6,

17,7,2,2名の離村者の没収地の購入・集積を示す事例である。

以上離村者関係報告書に基づいて,離村者の没収地が処分された「範囲」について簡単

な分析を試みた。もっとも,当該報告書にもられている情報は量的にも質的にも大きな制約

をもつうえ,そこで扱われているのは,国家権力が介入した没収地の処分という非日常的措

置による土地保有権の移転である。そのため,本節における分析結果をもって,19世紀中葉

エジプト農村社会における土地流動化・商品化の程度を示す決定的メルクマールとみなすこ

とはできないだろう。しかし,現在までのところ,この種のテ-マに関する異体的実証的研

究は皆無に近い。そこで,それがあくまで仮説の域をでるものではないことを承知したうえ

でなら,本節の分析から以下の2点を結論として指摘することも許されるだろう。

第1は,19世紀中葉エジプト農村社会において,土地流動化・商品化の高まりというはっ

きりとした大きな流れを読みとることができる,ということである。実際,カリュ-ピーヤ

輿,ブへイラ県において,土地の移転は村落社会を越えたものであり,とりわけブへイラ県

の場合には,投機的土地集積現象さえ窺わせる。確かに,ケナ県,シャルキ-ヤ県の場合,

土地の移転は,そのほとんどが村落社会内にとどまっていたようにみえる。しかし,この2
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県においても,土地の流動化・商品化に対する政府の許容的態度からみて,早晩　村落社会

を越えた土地の移転が進展したことだろう。

そして,第2は, 19世紀中葉エジプト農村社会において,土地流動化・商品化の程度に

は,それぞれの地域の地理的・歴史的環境の違いを反映して,大きな地域轟がみられた,と

いうことである。すなわち,ケナ県,シャルキーヤ県,カリュ-ピーヤ県,ブへイラ県,以

上4県の土地没収・処分事例にみられる,没収地の処分方法,没収地の規模,没収地取得者

の社会範喝に関する差違は,この4県における土地流動化・商品化の,性格・程度に大きな違

いがあったことを窺わせるが,この地域差は,多分に,中央権力から遠く,独自の文化伝統

・村落慣行をもつ上エジプト,それもその最南端に位置するケナ県　下エジプト地方にあり

ながら,砂漠に面した新開地シャルキーヤ県　同じく新開地でありながら急速な発展が見込

まれたブへイラ県,そして首都カイロに近く,古来集約度の高い農業が展開されてきたカリ

ューピーヤ県と,それぞれの県が置かれている地理的・歴史的環境の違いに基づくと考えら

れる,ということである(ll)

Ⅲ

本節における分析対象は,ギーザ県,ダカフリーヤ県,アシュート県,ケナ県,以上4県

の逃亡兵関係報告書である。そこで扱われているのは,兵役逃亡の連累罰則として没収され

た当該逃亡兵家族・親族の財産の処分であるが,ケナ県報告書において,連累罰則通用の理

由として,文字通りの兵役(al-jihadiya)からの逃亡と並んで,港概工事Camaliyatal-

tura, maslahat al-rayy bi-卜mudiriya)からの逃l=が挙げられているところからみ

て,連累罰則の対象となった行為は,少なくとも一部の地域においては,狭義の兵役逃亡に

とどまらず,政府による労働力徴発に対するすべての逃亡・忌避行為であったようである(12と

ともかく,これら4県の報告書のなかには,ギ～ザ県については, 1カ村で生じた1件の,

ダカフリーヤ県については, 6カ村で生じた6件の,アシュート県については, 14力村で生

じた16件の,そしてケナ県については, 13カ村で生じた21件の,それぞれ没収財産処分

事例が報告されている。そして,これら報告書にもられている情報を県ごとに整理・

提示したのが,ここに掲載する4つの表である.以下,その内容を県ごとに順次検討してい

こう。

(ll)　土地流動化・商品化の程度における地域差を窺わせるもう一つの指標は,土地売却価格であるoつまり,離

村者関係文書,および次節で紹介する逃亡兵関係文書双方にみられる県別1 7ェッダーンあたりの土地売却値段を列挙

すると,カリュ-ど-ヤ県(63-1,633キュルシュ),プ-イラ県(25-1,005キュルシュ),シャルキ-ヤ県(60

・511キュルシュ).フアイユーム県(776キュルシュ).ケナ県(26キュルシュ)ということになり,土地の流動性

が,地域の開発皮の程度に応じて,シャルキ-ヤ県,ブへイラ県,カリュ-ピーヤ県と順に高くなっていることが推測

できるのである。

(12)　その他,例えばアシュート県報告書には,逃亡が生じた勤務部署・軍区名,逃亡兵の逮捕・処罰の実施事情

など,より詳細な情報もみられるO
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義(1)ギーザ県逃亡兵関係没収財産処分事例

事例 村 落 名 取 得者社会範噂 処分物件 品目
処 分 金 確

吉三ル フイツダ 備 考

ョ N a h ia 有 力一族の 2 兄弟 土地 (賃貸借 ) 2,456 26
* (9 4 | + 荒 ) フエ ッグ

村落住民 (被没収
者の姉妹た ち)

v s 587
- ンの土 地は , 1278 年

(186 1 - 62年 )度に , ザム

ル家の 2 兄弟に , 1 フエツ

ダー ンあた り 250 キユル

シユの賃 貸料で賃貸され

た 0

他 村落住民 農器具 100

3,143 28

出典: 1279年シャアバーン月6, 7日(1863年1月27,28日)付,ギ-ザ県知事作成報告書

(mahfa子a raqm 29 [2】 , wathiqa raqm 375)

ギ-ザ県報告書には,わずか1件の財産処分事例しか報告されていない。しかし,その内

容は,「物件品目」と「処分範囲」との問の何らかの関係を窺わせて,誠に興味深い。つま

り,そこでは・土地(9十芸+J20蝣
576-フエッグ-ンはギーザ県の有力家系の2兄弟(13)に対
して賃貸借Cijar,ta'jir)に出され,家畜は,彼らが生計を一つにしていたという理由か

ら,被没収者の姉妹たちに,そして農器具は他村落住民に,売却されているのである。

ダカフリーヤ県報告書には,6件の財産処分事例が報告されている。そのうち,事例⑥は,

貴紳(パシャ)のアワースィー地(14)から25フェッダーンを借地していた人物が,彼の息子

の兵役逃亡の罪によって当該地を没収された,という特殊な事例である。そして,この事例

の場合,没収地は上記人物以外の者に改めて賃貸されたとあるだけで,新借地人の名前は記

警豊CゥW!lゥ

(2+」+竃誓二ヲ?'-y,4誓㌍言霊芸ft(6+f

。3+W・品)フエツダーンの土地が没収・処分の対象にな-ているが,すべて競売にふされるのを

待つ段階で,報告時点ではいまだ処分されていない。そこで,以下は土地を除く物件の「処

分範囲」の分析である。

(13)　現在.運河,通りにその名が冠されているはビギ-ザ県では名門のザムル(al-zamr)家の二兄弟o余談なが

ら, 1981年のサダト前エジプト大統領暗殺に加わったアブウド,ターリク・アルザムルの両人は,このザムル家の-

族である。

(14)　アワースイー地(al-aty豆n al-aw云si)とは,オスマン・トルコ時代の徴税請負制度下における「徴税請負職
'MS-xA引r4I

免税地」。ムハンマド・アリーは,上エジプト地方に存在していたこの種の土地については.旧徴税請負人が彼の命令

に服さず反抗したために,そのすべてを没収したが,命令に服した下エジプト地方とギ-ザ県の旧徴税請負人に対しては,

彼らがそれを免税地のまま保有し続けることを許した。その後1854年には,この種の土地に対して課税措置が取られ

ることになるが,ともかく,こうしたスワ-スイ-地の歴史については,以下の文献を参鼎のことO拙稿「19世紀前半

のエジプト土地・税制度」一橋大学地中海研究全編F論文集・地中海地域における集落形成の諸問題LI 1980年所収,

PP.76-78。
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義(2)ダカフリーヤ県逃亡兵関係没収財産処分事例

事例 村 落 名 取得者社会範噂 処分物件品 目

処 分 金 額

吾三ル フイツダ 備 考

① S a h ra g t
マ ンスー ラ居住者

(肉屋 )
家畜 65 8 * 土地没 収は 4 事例 あ っ

たが , 事例① の (6 + ㌶ +

読 ) フエ ツダー ン,事例

④ の e + s + 荒 ) フエツ

ダー ン, 事例⑤ の ( 4 ) フ

エ ツダー ンは , 報 告時点

E l S u g h ra マンスI ラ居住者◎ 農 器具 20

他村落住民 (村長 )

< 未処 分>

家畜

土地

300 20

ゥ M it A b u パ ワーガ 農作物 3,238

E l H u s百n パ ワーガ 農作物 3,401 28
で いまだ未処分で あった。

残 りの事例⑥の (25) フ エ

ッグ l ンは賃貸借 に出 さ
マンスーラ居住者△ -u rn 330

マ ンスー ラ居住者 家畜 2ー035
れ たが , 借地人 の身分 は

不明 0

** ◎ , △ は同一人物。

他村 落住 民 $ .& 1,881

マンスーラ居住者 ◎ 家畜 700

村落住民 家具 , 建築資材 786 24

村落住民 農 作物 133 37

村落住民 農作物 88 39

村落住民 農作物 88 39

村落住民 農作物 88 39

ゥ Izb et E l
村落有力者

(村長老 )

叶 最 如
212 20

T a W 豆b ra マンスーラ居住者 △ 家畜 1,0 50

他村落住民 (村長 ) 農作物 ,ヤシの木 560 25

他村落住民 ヤ シの木 127

村落住民 ヤ シの木 181

村落住民

く未処 分>

ヤ シの木

土地

31

㊨ D a q a d u s パ ワーガ 家具 建築資材 233 23

ゥ G is fa 村落住民 家具 , 建築資材 303

村落住民 家具 , 建築資材 14

村落住民 建築資材 305

村落住民 農器具 500
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マンスーラ居住者

マンスーラ居住者

-ワーガ

パワーガ

マンスーラ居住者

マンスーラ居住者

マンスーラ居住者

<未処分>

家畜

家畜

家畜

農作物

農作物

鋼製品

農作物

土地,樹木

1,350

200

280

1,927　　35

164

28　　30

50　　25

トゥースン・パ

シャの所領
土地(賃貸借)

20,677　　38

出典: 1279年シャアバーン月4日(1863年1月250)付,ダカフリ-ヤ県副知事作成報告書

(manfa子a raqm 29 [2】 , wathlqa raqm 366)

さて,土地以外の処分物件品目は,ヤシの木,家畜,建築資材,家具,農器具,農作物な

ど多種多様であり(15)これら物件はすべて,県役人(ma'mur ashgha1 bandar a卜man-

S正ra)によって売却され.その代金は,県徴税人(sarr豆f bandar al-man§ura)によって

徴収された。ところで,報告書にみられる情報から判断する限り,物件の品目とその購入者

の社会範噂との間には,とりたてて指摘する程の関連性は窺えず,財力のある者が高価な物

件を購入しているようにみえる。そこで,物件の品目に無関係に,処分財産購入者総数30

名を社会範噂E:とに分類すると,以下のようになる.
シヤイ7

つまり,村落住民12名(40.0:　うち村落有力者(村長老)が1名(3.3#),一般村

落住民が11名(36.7:　村落外住民18名(60.05*0,うち外国人・外国領事部被保護民

(パワーガ)が5名(16.7:　県庁所在地(マンスーラ)居住者が9名(30.0:　そして
KZSj

他村落住民(村長2名)が4名(13.3:　以上である(16)

次いで,処分財産売却総額20,677キュルシュ38フィッダのうち,これら社会範噂の購入

額が占める割合を計算すると,以下のような結果を得る。村落住民13.2.　うち村落有力

者が1.0:　一般村落住民が12.2:　村落外住民86.8^,うち外国人・外国領事部被保護

(15)　家畜,農器具.農作物についてはともかくとして,現在の私には,文書の書体の難解さもあって,多種多様

にわたる家具,建築資材の多くを同定することができないでいる。もしそれができるならば,その他流通鋳貨に関する

情報なども少ないながらも得られるところから,例えば物価水準など,当時の経済生活についての興味ある分析が可能

となるかもしれない。しかし,こうした分析は将来の課題として,本稿においては,没収財産品目の詳細には言及しな

いこととする。

(16)　没収財産取得・購入者のなかには,その居住地,身分を特定しかねる人物も幾人か存在するOそのような場

合には,どうしても不明なケースを除いて,私の判断で,最も確率の高い社会範時に彼らを分類した。判断基準につい

ては,本文に掲載した表の備考欄を参照のこと。
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義(3)アシュート県逃亡兵関係没収財産処分事例

事例 村 落 名 取得者 社会範 噂 処分物件品 E]
処 分 金 額

宏 ル フイツダ 備 考

寸、 E I M a sh a ia a アシェ】 ト居住者◎ t i t 60 * 没収地処分 は, 11事例

村落有力者
(村長 老 : 複数)

ヤ シの木 285
の賃貸借処 分で ある0 そ

れぞ れの処分面積 , 賃貸

他村落住民 (村長) 土地 (賃貸借) 39 17 料は以下 の通 りで ある。

事例① <蝣詛」 詛孟 ) フ

エツダー ン, 土地税抜 き

23 キユル シユ0

事例④ (3 1+ l + 義 )

ゥ E l B irb a ベ ク 家畜 1,637 39

エフ ェンデ ィ 家畜 296 29

アシュー ト居住者 t 」- 264

ア シユI 卜居住者
( 2 .g )

'」&f 178
フエ ツ夕I ン, 土地税抜

き 40 キユル シユ。

アシュー ト居住者 家畜 74 7
事例③ (3 + 24 + 語 フ

村落住民 家畜 189 3 7
エツダ】 ン, 土地税込 み

190 キユル シユ0

アシュー ト居住者◎ 家畜 890
事例④ C2 + ^ + 荒 )>7

アシュー ト居住者 △ 家畜 99 4
エツダー ン, 土地税抜 き

約 21 キユル シユ0

事例⑤ (2 + 去 + 急 フ
村落有力者

(村長 老 : 複数)
家具 , 建築資材 1,603

村落 有力者
(村長 老 ‥複数)

土地 (賃貸借) 1,260 34 エ ツダー ン, 土地 税込 み

95 キユル シユ。

事例⑥ (㌶ 十品 ) フエ

ツダー ン, < 未処 分> 0

事例⑨ ォ 詛孟 ) フエ

ツダー ン, 土地税抜 き約

173 キユル シユ0

ョ E l Q a w a ta ア シユI ト居住者 家畜 450

村落住民 家畜 550

村落住民 家畜 680

県 の徴税 人 家畜 460

ア シュー ト居住者 家 畜 622
事例㊥ (3 十完 十品 ) フ

エ ツダI ン, 土地税抜 き

30 キユル シユ0
アシェ, ト居住者 △ 家具 3 1 11

ア シュー ト居住 者 建築 資材 20
事例⑲ (2_3 + 読 ) フエ

村落住民
土地 (賃貸借),

ヤ シの木
854 15

ツダー ン, 土地税抜 き

100 キユル シユ0

事例⑲ (1 + 芸 ) フエツ

ダI ン, 土地税抜 き 30

キユル シユ0

事例 ⑯<サ 詛& 孟 )

ゥ D a lg a 村落 住民 土地 (賃貸借) 59 3

ゥ T 己k h 村 落住民 土地 (賃貸借) ユ97 15

㊨ E 1

G h a n a ly em

ア シュー ト居住 者 家畜 2 10

< 未 処分> 土地 , ヤシの木 フエツダーン, 土 地税抜

き 52 キユルシユ/ (5 十㌶

+ 孟 ) フエツダーツ , 土

地 税抜 き 50.5キユルシユ0

⑦
B e rn
M o h am m a d

ア シュー ト居住 者 家畜 240

E I S h a h a b ia ア シュー ト居住者 家畜 58
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他村落住民 ヤシの木.水車,
建築資材 152　　11

Qirqaris アシュ-ト居住者

村落住民

村落住民

"」」

土地(賃貸借)

ヤシの木

91　　10

105　　　20

20

Kom Isfaht
村落有力者

(村長老:複数) 土地(賃貸借) 119　　15

Abu Tig 村落住民

村落住民

47　　　37

232

Abu Tig

他村落住民

330

土地(賃貸借)

EI Duer アガ-

アガ-

県役人

不明

不明

EI Mashaiaa
村落住民

(共同所有者)

EI Qasr アシュート居住者

エフェンディ

他村落住民

アシュート居住者

村落住民

村落住民

土地(賃貸借),
ヤシの木

土地(賃貸借),
ヤシの木

1,363　　　30

346

16,386　　25

なお, (17+岩+荒)フ
ェッダーンの取得者はコ

プト教徒。

**事例⑥,㊨,⑩ (取得者

:県役人),㊨,㊨(3事例)

で処分された家畜は共同

所有されていた。このう

ち,事例⑯ (取得者:ア

シュート居住者)の家畜

紘,被没収者の村長老

(shaykh)と他村落住民
との間で共同所有されて

いたが,他の事例はすべ

て,村落住民間での共同

所有であった。

***◎, △は同一人物。

出典: 1279年シャアバ-ン月7日(1863年1月28日)付,アシュート県副知事作成報告書

{manfa子a raqm 29 (2】 , wathiqa raqm 377)



210　加　藤　　　博

義(4)ケナ県逃亡兵関係没収財産処分事例

事例 村 落 名 取 得者 社会範 噂 処分物件品 目
処 分 金 額

'i
備 考

① E I G ab a law ケナ居住者 △△ 土地 633
* 事例① (28 + J .+ 謡

フエ ツダー ンの うち, 実

際 に処分 されたのは,

(24 + 孟 十品 ) フエッグ

. ンで , 1 フエツダー ン

あた り2 6 キユルシユで売

却 され た0

** 事例 @ か ら(カの 没 収

地 フエ ツダー ン数 は以下

の通 り0④ サ + i + 畠 ,

③ (4 + 岩 十品 ) ,㊨ (4 +

24 品 ) , ㊨ (3 + 芸 十

ゥ m lu Z 豆m < 未処 分> 土地

㊥ E l H alfaiy a < 未処 分> 土地

④ B ah g G ra < 未処 分> 土地

㊨ E l Q u s百r W a
E l S aiy 豆d

く未処 分> 土地

ゥ E l K a rn ak < 未処 分> 土地

⑦ E l G h arb i
B ah g u ra

< 未処 分 > 土地

633

ョ E ユG h ar bi
B ah g もra

アガ一 ◎ 家畜 60

県役人 △ 家畜 3 ^ > .ゥ O ^ ) ,(1+

ケナ居住者 家畜 2 20 24;'⑦ (4 + 芸 , 荒 )0

* ** ◎ , △ , O , ㊨ - ● ,

レ, レレは同.一人物0

**** 事例① , ⑲の△△ は

親族 (兄弟 ) 関係 にある

ケナ居住者 ○ 農作物 12 31

㊨ E l K arn ak アガ - 家畜 350

アガ , 家畜 220

ケナ居住者 家畜 130

ケナ居住者 レ 家畜 130 人物 0

エフェ ンデ ィ 家畜 72 20 榊 *… レ, レレ, お よび

ケナ居住者
(肉屋 ) ● m m 3 1

事例⑲ におけ る 33 1 キユ

ル シユ相 当の家畜 を購入

丁蝣v - 家畜 42 20
したケナ居住 者は, 仲買

人 (d alla 1) と呼ば れて

いる。ケナ居住者 レレ 家畜 64

ユダヤ教徒 家畜 47

ヨーロ ッパ人 -」& 50

ケナ居住者 ○ 農作物 6

㊨ E l K a rn ak ケナ居住者 家畜 140

エフェ ンデ ィ 家畜 170

アガ - ㊨ 家畜 82

アガ - 家畜 90
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⑪ F 豆w B a h ri
ケナ居住 者

(肉屋) ●
家畜 130

ケナ居住者 レ 家畜 60

ケナ居住者 ○ 農作物 4

㊨ E l A za b 県配属軍人 家畜 2 00

エ ドフ居 住者 家畜 35 0

アガ】 家畜 340

㊨ A ra b E l
G a b a la w

ケナ居住 者 △△
毒吉‥震孟碧 築

791 31

アガ】 家畜 236 15

ケナ居住者
家具,建築資材,
衣服 17 22

㊨ E l H a lfa iy a ケナ居住者 レレ 家畜 240

ケナ居 住者 家畜 25

⑯ E I R izq a ケナ居 住者 農 作物 36

ケナ居住者 建築資材 32

ケナ居住者
(肉屋) ●

家畜 100

アガ- ◎ 家具 4

ケナ居住者 家具 ・蝣)

㊨ K h u za m ケナ居 住者 t m 283

アガー 建 築資材 1 20

ケナ居 住者 家畜 8 5

ケナ居住 者 レレ 家畜 1

㊨ E l Q u ser w a
E I S a iy a d

ケナ居住 者 家 畜 285 10

県役人 △ 家 畜 18

アガ- 家畜 116

ケナ居住者 ○ 農作物 18 32

ケナ居住者 建築資材 16

㊨ H u 他村落住民 漁業用 ネッ ト ll

㊨ E l Q u s百r W a
E l S a iy a d

ケナ居住 者 家畜 3 31

ケナ居住者 レ 家畜 8 5

ケ ナ居住者
(肉屋) ●

家畜 32

ケ ナ居住者 '」& 12
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出典: 1279年シャッワール月8日(1863年3月29日)付,ケナ県知事作成報告書

(ma妙子a raqm 30 [1] , wathiqa raqm 33)

民が43.9:　県庁所在地居住者が29.0.　そして他村落住民が13.9:　以上である。

こうして,購入者総数の60.0:を占める村落外住民が処分財産売却総額の86.85%;を支払

っており,土地を除く村落住民の没収財産のほとんどが,村落外住民に処分されていたことが

分かる.とりわけ,この点に関するダカフリーヤ県の特徴は,購入者総数のわずか16.　し

か占めていない, -ワ-ガと呼ばれた外国人・外国領事部被保護民が,処分財産売却総額の

実に43.9:を支払っていた,ということである。

アシュート県報告書には, 16件の財産処分事例が報告されている。この県の事例において

最も顕著な事実,それは,土地および土地に準ずる性格をもつヤシの木の取得者と,その他

物件の取得者との問には,その社会範噂においてはっきりとした違いが存在する,というこ

とである。つまり,前者の取得者のほとんどが村落住民であるのに対して,後者の取得者の

ほとんどは村落外住民なのである。

土地処分に関しては,11事例(事例①, ㊨, ③, ④, ⑤, ㊨, ㊨, ㊨, ㊨, ⑲, ㊨)が報

告されている。このうち,報告時点でいまだ処分されていなかった事例⑥ (豊576;フエ

ッグ-ンを除く,約70フェッダーンの土地が,県役人　mu awinal-mudiriya)の手によ
こ-f (蝣-

って,賃貸借に出された。借地人の社会範噂の内訳は,村落有力者(村長老) 2例,一般村
ウムダ

落住民6例,他村落住民(村長1例) 2例,そして借地人名記載なし1例である。このよう

に,没収地は,事例①, ⑲の他村落住民に賃貸された小地片(1 +
24　576;' ^24　576j

フェッダーンを除き,すべて村落住民に賃貸されているのである。

そして,同じ事態が,その性格からして土地に準ずるヤシの木の処分の事例においてもみら

れる。ヤシの木の処分は,事例①, ⑨, ㊨, ⑦, ㊨, ⑯と6件報告されているが,報告時点
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においていまだ処分されていなかった事例⑥,水車,建築資材とともに他村落住民に処分さ
シ　ヤ　イ　フ

れた事例⑦を除き,すべて村落住民(村落有力者1例,一般村落住民3例)に売却されてい

る。

ところが,土地,ヤシの木以外の物件の処分となると,事態は一変する。土地,ヤシの木

以外の物件の処分は34事例報告されているが,購入者の社会範噂を分類すれば,以下の如
シ　ヤ　イ　フ

くである。村落住民7例(20.6510,うち村落有力者1例(2.9%),一般村落住民6例

(17.7:　村落外住民25例(73.5　　　うち高級軍人・官僚(ベク,アガー) 3例(8.8

%),中・下級官僚(エフェンディ) 4例(ll.1　　県庁所在地(アシュート)居住者16例

(47.0:　他村落住民2例(5.9'　そして購入者社会範噂不明2例　　　　　以上であ

る。

また,処分財産売却総額約11,460キュルシュのうち,これら社会範噂の購入額が占める

割合を計算すると,以下のような結果を得る。村落住民が31.1　うち村落有力者14.(

一般村落住民17.1　村落外住民が61.7:　うち高級軍人・官僚19.6.　中・下級官僚

10.6:　県庁所在地居住者30.6:　他村落住民0.9^。そして購入者社会範暗不明1.1

以上である。この数値から明らかなように,確かに,処分財産売却総額に占める村落住民の

購入額比率は,購入者総数に占める村落住民数比率に比べて高くはなっている。しかし,そ
シヤイフ

の原因が,事例⑧にみる,家畜とその他物件の分割処分,そして後者の村長老(複数)への

一括売却,にあることを考慮するならば,こうしたいわば特別措置を講じない限り,ほとんど

の土地,ヤシの木を除く処分物件は村落外住民-売却される傾向にあった,といえるであろ

う。

こうして,以上みられる如く,アシュート県の事例においては,土地,ヤシの木とその他

物件との問には,その取得者の社会範噂においてはっきりとした違いが存在した。そして,

この点に関連して誠に興味深いのは,その処分形態の違いからみて,両者の処分はそれまで

のエジプト村落社会慣行に対して全く相反する作用を与えたであろう,ということである。
シ　ヤ　イ　フ

つまり,土地,ヤシの木の場合,事例①, ②, ⑨にみられるように,村落有力者(複数)に

対する一括処分という措置がとられたが,この措置は,村落有力者による村落所属無主地の

管理というエジプト村落社会慣行との係わりを予想させる(17)

これに対して,その他の物件の処分の場合,報告された事例にみる限り,その多くは家畜

の処分であり,こうした家畜の処分事例のうち,事例⑥, ㊨, ⑱, ⑭, ⑯は,共同所有(sha-

rika)のもとに置かれていた家畜の処分であった。ところが,そこでの購入者は,事例⑭を
シヤリ-ク

除き,当該家畜の共同所有者(shank)でない人物,それも村落外住民であり,彼らは,輿

同所有者の取り分相当の金額を清算したうえで当該家畜を購入している。つまり,これらの

家畜処分は,土地であれ,家畜であれ,農器具であれ,生産要素・施設・道具を,共同所有・

(17)　当時のエジプト村落社会慣行については,以下の文献を参照のことO拙稿「エジプトにおける私的土地所有

権の確立」 PP. 61-64。
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利用することによって成立していた当時のエジプト農村社会における耕作慣行,すなわち共

同経営(sharika, musharaka)慣行を破壊する作用をもたらした,と考えられる
(18)

さて,最後に,ケナ県報告書の事例について検討してみよう。この県の場合,土地とその

他物件について,それぞれ別個の処分報告書が作成されている。

土地処分に関しては,7件,都合約49フェッダーンの処分事例が報告されているoその

うち,事例①を除き,他のすべての事例において,没収地は,競売にふされる前の段階で,

報告時点ではいまだ処分されていない。事例①についていえば,(28+芸+ii・
576'フエツ
ダーンの没収地のうち,実際に処分されたのは(24+芸-)
576'フエツダーンであり,当
該地は競売を通して県庁所在地(ケナ)居住者に売却されている。こうして,唯一の土地処

分事例において,没収地は村落外住民,それも県庁所在地という都市部の居住者に処分され

ているのであるが,この事実は,ケナ県の没収財産処分事情を極めて象徴的に示しているo

というのも,以下にみるように,土地以外の物件もまた,すべて村落外住民に売却されてい

るからである。

っまり,土地以外の物件処分に関するケナ県報告書には,14件の財産処分事例が報告さ

れているが,購入者41名すべてが村落外住民であり,それを社会範噂によって分類すれば

以下の如くになる。外国人・外国領事部被保護民(ユダヤ教徒,ヨーロッパ人)2名(4.9

%),高級軍人・官僚(アガー)12名(29.3:中・下級官僚(エフェンディ)5名(12.2

%),県庁所在地(ケナ,エスナ)居住者21名(51.2:そして他村落住民1名(2.<

以上である。

また,処分財産売却総額5,1キュルシュ37フィッダのうち,これら社会範噂の購入額

が占める割合を計算すると,以下のような結果を得る。外国人・外国領事部被保護民1.6&,

高級軍人・官僚33.95%;,中・下級官僚4.9:県庁所在地居住者59.4^,そして他村落住

民0.2:以上である。こうして,ケナ県の事例においては,没収財産のすべてが,高級軍

人・官僚を中心とした,都市部居住者に買い占められている。

そして,ケナ県の事例に関して,とりわけ強調すべきは,没収財産がこのように農村部か

ら都市部へ流出するのみならず,その購入者が都市部の一部有力者たちに偏る傾向をもって

いる,・という事実である.つまり,他の県の報告書においては,二つ以上の没収財産処分事

例に同時に顔を出す人物はせいぜい上2名にしかすぎないのに対して,ケナ県の場合に

紘,確認できるだけでも,2事例に顔を出す人物3名,4事例に顔を出す人物3名,7事例

に顔を出す人物1名,と7名にのぼっており,この7名による没収財産購入額は,総額の

24.2&を占めているのであるO

以上,逃亡兵関係報告書に基づいて,逃亡兵本人およびその家族・親族から没収された財

産の処分「範囲」について,簡単な分析を試みた。土地処分については,土地の没収事例は

(18)　共同経営(sharika,musharaka )慣行については,註(9)を参照のこと。
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相当数あるものの,アシュート県の場合を除いて,没収地のほとんどは,報告書作成時点に

おいて,いまだ処分されておらず,ただ次の2点を除いて,前節での分析結果に新たに付け

加えるべき情報を得ることはできない。第1は,当時の一般農民の耕作地に適用された土地

国有原則を考慮すると,ギ-ザ県　アシュート県報告書にみられる土地の賃貸借djar,ta'-

jir)処分とは,ほとんど土地の売却(mabi¥ mazad)処分と同義であるとみなされうる,と

いうことである。そして,第2は,アシュート県において,土地処分のほとんどは村落社会

内の範囲でなされているが,これは,前節でケナ県について述べたと同じ意味で,アシュー

ト県が上エジプト地方に位置しているからかもしれない,ということである。

それでは,土地以外の物件の処分「範囲」についてはどうであろうか。この点に関しては

本節の結論として,以下の2点を指摘できるように思われる。

第1は,処分対象となった土地以外の物件のほとんどが,村落外住民,とりわけ都市部居住者

の手によって購入されている,という事実である。実際,事例の少ないギーザ県は別として,

残りの3県における処分財産売却総額に占める村落外住民の購入額の割合をみるに,ダカフ

リ-ヤ県で86.8:　アシュート県で61.7:　そしてケナ県の場合には実に1005&なのであ

る。確かに,このような事態が生じた理由の一端は,競売が県役人によって,県庁所在地に

おいて実施されたことにあったであろう。しかし,それにしても,没収財産の処分を通じて

農村部の資産の一部が都市部へ流出した,という事実は否定しょうがないO

そして,第2は,土地以外の没収財産についても,その処分「範隣」にはっきりとした地

域差をみてとることができる,ということである。つまり,事例の少ないギ-ザ県はともか

くとして,ダカフリーヤ県における処分財産売却総額に占める村落外住民　とりわけ-ワー

ガと呼ばれた外国人・外国領事部被保護民の購入額の高い割合(それぞれ, 86.8^, 43.9

%)は,この県が商品作物の浸透した下エジプト地方の農村地帯に位置することと無関係で

はありえないであろう。また,アシュート県の事例における,土地・ヤシの木の村落社会内

処分とその他物件の村落社会を越えた処分,という没収財産の品目の違いに基づくきわだっ

た処分「範囲」のコントラストは,この県の中・上エジプト地方における中心地域としての

位置と無関係ではないであろう。そして,最後に,ケナ県における都市部に居住する高級軍

人・官僚を中心とした一部有力者による没収財産の買い占め現象は,この県が上エジプト地

方,それもその最南端に位置していることと明らかに関係がある。私は,前節におし＼て,ケ

ナ県における根強い村落慣行の存在を示唆したが,この根強い村落慣行と,上記農村部の資

産の都市部-の流出・それの一部有力者による買占め現象との問に矛盾はない。逆に,農村

部における根強い村落慣行の存在と都市部における有力者層の出現とが相侯って,上エジプ

ト地方の政治状況として従来指摘されてきた有力者による寡頭支配が成立する。ともかくも,

離村者関係報告書や逃亡兵関係報告書において列挙されている国家権力による農村部資産の

強圧的没収・処分措置は,下エジプト地方の農村社会に対して以上に,上エジプト地方の農

村社会に対して大きな影響を与えたであろうO

(1986年2月15日脱稿)
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TWO DECREES OF 1863 RELATED TO THE PROCESS OF

THE DISPOSSESSION OF LAND BELONGING TO EGYPTIAN PEASANTS

IN THE MID-NINETEENTH CENTURY, CONTINUED

Hiroshi KATO

In my previous paper written during my studying abroad in Cairo, I

introduced, with an annotated translation, two decrees issued in 1863 under

the rule of `Isma'll, for the purpose of resolving the confusion in the land

holding system that resulted from the application of certain laws and regula-

tions enacted by Sa`id Pasha, and then pointed out the combination between

the establishment of private land ownership and the extortion exacted from

the peasants by the Egyptian government as the most notable charactenstic
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of the process of the dispossession of land belonging to the peasants in the

middle of the 19th century in Egypt.

After having written the paper, I continued to collect the source一

materials on the socio-economic history of modern Egypt in National Ar-

chives (D云al-Wath云'iq al-QawmTya) in Cairo, and happened to find there 19

investigation reports dispatched from the local administrators to the Cabinet

of Pasha (al-ma`lya al-saniya), a part of documents on which the above two

decrees were based; that is, 8 documents with regard to a multiple penalty

consisting of confiscation of property including land from families and

relatives of deserters from military service, and ll documents dealing with the

provision for the confiscation of the land left behind by the peasants who had

fled their villages.

The aim of this paper is to introduce the contents of these documents,

and to add to the conclusion of my previous paper some results of analysis on

the figures of rural society, especially the high liquidity of land and other real

properties in the middle of the 19th century in Egypt.


